
(単位：千円)

(資 産 の 部) (負  債  の  部 )
Ⅰ．流  動  資  産 Ⅰ．流  動  負  債

現 金 及 び 預 金 60,483 １年内返済予定の⾧期借 590,000
完 成 工 事 未 収 入 金 1,114,940 工 事 未 払 金 308,708
兼 業 事 業 未 収 入 金 431 リ ー ス 債 務 399,938
未 成 工 事 支 出 金 96,269 未 払 金 163,078
短 期 貸 付 金 1,594,422 未 払 費 用 38,831
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 19,778 連 結 納 税 未 払 金 87,005
未 収 金 5,861 未 払 法 人 税 等 20,847
前 払 金 9,117 未 払 消 費 税 等 189,773
立 替 金 263 預 り 金 15,662
そ の 他 131,216 前 受 金 11,550

未 成 工 事 受 入 金 222,353
流 動 資 産 合 計 3,032,785 賞 与 引 当 金 241,776

Ⅱ．固  定  資  産 流 動 負 債 合 計 2,289,527
１．有 形 固 定 資 産

建 物 1,223,338 Ⅱ．固  定  負  債
建 物 附 属 設 備 180,985 ⾧ 期 借 入 金 982,500
構 築 物 69,214 リ ー ス 債 務 884,910
機 械 装 置 156,512 退 職 給 付 引 当 金 409,072
車 両 運 搬 具 3,211,248 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 34,139
工 具 器 具 備 品 148,271 修 繕 引 当 金 55,554
土 地 684,692 預 り 敷 金 ・ 保 証 金 17,465
リ ー ス 資 産 1,145,465

固 定 負 債 合 計 2,383,641
有 形 固 定 資 産 計 6,819,729

負 債 合 計 4,673,168
２．無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権 4,803 (純 資 産 の 部 ) 
水 道 施 設 利 用 権 824 Ⅰ．株  主  資  本
ソ フ ト ウ ェ ア 12,917 １．資 本 金 45,630
無 形 固 定 資 産 計 18,545 ２．利 益 剰 余 金

（1）利 益 準 備 金 11,407
３．投 資 そ の 他 の 資 産 （2）そ の 他 利 益 剰 余 金 5,437,403

投 資 有 価 証 券 91,524 任 意 積 立 金 2,200,000
出 資 金 280 建 物 圧 縮 積 立 金 67,764
会 員 権 300 繰 越 利 益 剰 余 金 3,169,638
⾧ 期 前 払 費 用 18,309 利 益 剰 余 金 合 計 5,448,810
⾧ 期 貸 付 金 30,146
差 入 敷 金 ・ 保 証 金 3,839 株 主 資 本 合 計 5,494,440
繰 延 税 金 資 産 238,333
そ の 他 1,263 Ⅱ．評価・換算差額等
貸 倒 懸 念 債 権 △ 15,073 その他有価証券評価差額金 72,374
投 資 そ の 他 の 資 産 計 368,924 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 72,374

固 定 資 産 合 計 7,207,199 純 資 産 合 計 5,566,815

資 産 合 計 10,239,984 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,239,984

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

貸  借  対  照  表  
 (令和４年３月31日現在)



自 令和 3 年 4 月 1 日
至 令和 4 年 3 月 31 日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １-１ 資産の評価基準及び評価方法

   １．有価証券の評価基準及び評価方法
 ・その他有価証券(市場価格のあるもの)

   ２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１） 未成工事支出金

（２） 原材料

  （貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

（３） 貯蔵品

　１-２　固定資産の減価償却の方法

   １．有形固定資産(リース資産を除く)

   ２．無形固定資産(リース資産を除く)

   ３．リース資産

　１-３　収益及び費用の計上基準

  個別法による原価法により行っております。

  先入先出法による原価法により行っております。

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く）並びに平成28年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

な お 、 リ ー ス 資 産 の 老 朽 取 替 に よ り 導 入 し た 線 路 保 守 用 車 両 ( マ ル チ プ ル タ イ タ ン パ ー 及 び

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

工 事 契約 に 係 る 収益 は 、 工 期 がご く 短 い 工事 に つ い て は 、 完 全に 履 行 義 務 を 充 足 し た 時 点 で
収 益 を 認 識 し 、 そ れ 以 外 の 工 事 に つ て は 履 行 義 務 を 充 足 す る に つ れ て 、 一 定 の 期 間 に わ た り
収 益 を 認 識 し て お り ま す 。 な お 、 履 行 義 務 の 充 足 に 係 る 進 捗 度 の 見 積 も り 方 法 は 、 工 事 原 価

  先入先出法による原価法により行っております。                                                                               

個   別   注   記   表

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）により行っております。

レ ー ル 削 正 車 ） に つ い て は 、 こ れ ま で の 使 用 実 績 等 か ら 法 定 耐 用 年 数 を ５ 年 間 延 ⾧ し た １ ５
年で定率法により償却を行っております。

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリース期間を耐用年数と

が見込まれる場合には、原価回収基準を適用しております。
理 的 に見 積 も る こと が で き な いが 、 当 該 履行 義 務 を 充 足す る際 に 発 生 す る 費 用 を 回 収 する こと
総 額 に 対 す る 発 生 原 価 の 割 合 で 算 出 し て お り ま す 。 ま た 、 履 行 義 務 の 充 足 に 係 る 進 捗 度 を 合



　１-４　引当金の計上基準

   １．貸倒引当金

当期末債権残額の50%を計上しております。 (金融商品実務指針 第114項）

   ２．賞与引当金

   ３．退職給付引当金

しております。

   ４．役員退職慰労引当金

   ５．修繕引当金

  １-５ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

  １-６ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１．消費税等の処理

２．連結納税制度の適用

 の部に連結納税未払金として記載しております。

２．会計方針の変更に関する注記

  （ 収益認識に関する会計基準等の適用 ）

３．表示方法の変更に関する注記

  （ 時価の算定に関する会計基準等の適用 ）

  従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額の当期負担額を計上しております。

債権の貸倒損失に備えるため貸倒懸念債権等特定の債権について、個別に回収可能性等を勘案し、

適 用 し、 工 期 が ごく 短 い 工 事 を除 き 履 行 義務 を 充 足 す るに つれ て 、 一 定 の 期 間 に わ た り収 益を
当事業年度より、「収益認識に関する会計基準」(「企業会計基準第29号 令和2年3月31日）等を

従業員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

当 社 は連 結 納 税 制度 を 適 用 し てお り 、 親 会社 へ の 未 払 法 人 税 相当 額 は 貸 借 対 照 表 の 流 動 負 債

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積もりは、原価比例法によっております。
適 用 し 、 そ の 他 の 工 事 契 約 に つ い て は 、 工 事 完 成 基 準 を 適 用 し て お り ま す 。 な お 、 工 事 進 行

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を

に発生した修繕費相当額を修繕引当金から取り崩すことといたしました。
当期より発生の都度、費用計上することとし、当該引当金の残高が零となるまでは当該事業年度

これまで賃貸建物の大規模修繕に備えるため、直近5年間の修繕計画に基づき計上した引当金は、

  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

 この時価算定会計基準等の適用により、金融商品に関する注記の表示方法を変更しております。
従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。
す る 会 計 基 準 」 （ 企 業 会 計 基 準 第 10 号 2019 年 7 月 4 日 ） 第 44-2 項 に 定 め る 経 過 的 な 取 扱 い に
と い う 。 ） 等 を 当 事 業 年 度 の 期 首 か ら 適 用 し 、 時 価 算 定 会 計 基 準 第 19 項 及 び 「 金 融 商 品 に 関

「 時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月4日、以下「時価算定会計基準

認識しております。これによる計算書類に与える影響額はありません。



４．貸借対照表に関する注記

  ４-１ 資産に係る減価償却累計額

     有形固定資産の減価償却累計額 千円

  ４-２ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

   １．短期金銭債権 千円

   ２．短期金銭債務 千円

※短期金銭債権には進行基準適用工事の工事未収金 5,203千円が含まれております。

５．税効果会計に関する注記

   繰延税金負債の発生の主な原因は、建物圧縮記帳積立金認定損等であります。

６．関連当事者との取引に関する注記

種類

７．１株当たり情報に関する注記

   １．１株当たり純資産額  

   ２．１株当たり当期純利益

８．当期純損益金額

当 期 純 利 益

鉄道建設・運輸施設整備

支 援 機 構
完 成 工 事 高 370,441 - -

未 払 金 217
出向負担金の支払い 2,899 未 払 金

固 定 金 具 の 販 売 157 未 収 金 -
固 定 資 産 の 購 入 4,292

未 払 金 3,566材 料 の 購 入 432
備 消 耗 品 等 の 購 入

親

会

社

の

子

会

社

-

ＣＭＳ
504

ＣＭＳ 1,594,422

資金の貸付

及び借入

貸 付 金 利 息 短 期 貸 付 金

借 入 金 の 支 払 利 息 10,784
(株)北海道

ジェイ・アール商事
  -

物品販売等

- 預 り 保 証 金 3,178

1年内返済予定の
590,000

91,528 未 収 金 6,753
通 信 回 線 負 担 保 守 985 未 払 金 267
事故賠償工事費負担 445 - -

親

会

社

 

軌 道 保 守

工 事 請 負

軌 道 保 守 工 事 等 の 7,943,990 完 成 工 事 1,046,204工 事 高 未 収 入 金
白 石 寮 賃 貸 収 入 71,724 前 受 金 5,977

(被所有） 経営指導料の支払い 1,536 - -
建 物 ・ 施 設 賃 貸 料 4,715 前 払 費 用 234

直接 100% 等 の 支 払 い

４．出向負担金の受入額及び支払額については、当社の人件費を基準として決定しております。

23,881円66銭

911円04銭

28,480
１．取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。
２．取引については、市場価格を勘案して一般取引と同様に決定しております。
３．資金の貸付及び借入は平成14年5月より導入しているキャッシュ・マネジメント・システム（ＣＭＳ）によ
  ものであります。また、上記の利息については、市場金利等を参考に決定しております。

4,751,852

1,053,982

13,465

会社等の名称
議決権等の所有

( 被 所 有 ） 割 合

関 連 当 事 者

と の 関 係
取 引 の 内 容 取引金額 科目 期末残高

2,174
出向負担金の受入

北海道旅客鉄道(株)

(単位：千円）

- - 前 払 費 用 1,834
-

⾧ 期 借 入 金
⾧ 期 借 入 金 982,500

- 1,284,849リ ー ス 債 務

未 収 利 息 76

   本個別注記表に記載されている金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

212,363千円

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、修繕引当金の否認等であり、


